
指標名 単位

1
子どもが利用しやすい相談体
制の充実

少年補導センターにおいて面接や電話により，非行・不良行為等での
問題について，適切な助言を行う。

－ － － 45 51 51 37
・少年補導センターにおける相談件数
・保護者からの電話相談は減少したが，来所相談
や子どもからの相談は横ばい

子ども未来課

2 相談員の充実
児童虐待の未然防止や早期発見等に対応するため，相談員の体制の充
実等を図る。

－ － － 3 3 3 3 ・家庭児童相談室における相談員数 子ども家庭課

3 青少年の居場所づくりの推進
身近な地域や中心市街地において，青少年が気軽に立ち寄ることがで
きる居場所づくりを推進する。

－ － － 1 0 6 16

・居場所設置箇所　延べ　地域15箇所，中心市街
地１箇所
・計画的に設置を進めており，地域説明会の開催
や育成指導者の発掘などを継続していく

子ども未来課

4 子ども議会の開催
中高生のジュニア議員で構成する宇都宮ジュニア未来議会を開催す
る。

－ － － － 48 45 52
・参加者数
・中・高校生に，市政や議会への関心を高めても
らうことができた

子ども未来課

5
母子健康手帳を活用した健康
管理

母子健康手帳は，妊娠・出産及び育児に関する一貫した健康記録であ
り，妊娠・出産や乳幼児に関する保健・育児情報を提供する手引書と
して広く活用できるよう交付する。

－ － － － 4921 4839 5255 ・妊娠届出数 子ども家庭課

6 妊産婦・乳幼児健康診査
妊婦一般健診・妊産婦歯科健診，及び乳幼児期健診を実施すること
で，異常を早期に発見し，妊産婦及び乳幼児の健康の保持増進を図
る。

－ － － 35,008 35,118 34,664 55,484 ・継続して実施 子ども家庭課

7 予防接種の実施
予防接種法に基づき，各種予防接種を実施する。また，市が自ら必要
とするものについては行政措置として予防接種を実施する。

－ － － － － － －
・継続して実施
・医療機関における個別予防接種を実施

保健予防課

8
保育所・幼稚園における栽培
体験など食に関する事業

保育所や幼稚園において，栽培体験や会食など，「食」を通して健全
な心身を養うための事業を実施する。

－ － － － － － －
・栽培体験，調理体験，食育講座，伝統的食文化
体験，地域との会食体験等を実施。

保育課

9
学校教育活動における食に関
する指導

健康で生き生きとした生活を送ることを目指し，学校給食，教科等，
家庭・地域への啓発を通して，学校教育活動の中で，食育を推進す
る。

－ － － － － － －
・「宇都宮家の食育　楽しく食べて元気な宮っこ
（食育ビデオ）」「もぐもぐだより（食育だよ
り）」の作成・配布

学校健康課

10
エイズ・性感染症予防の普及
啓発及び検査相談事業

エイズ等の予防についての正しい知識の普及啓発，検査・相談機会の
充実，感染の早期発見・早期治療及び二次感染の防止を推進する。

－ － － － － － －
・検査・相談等の継続実施
・中高生等への教育・啓発の継続実施

保健予防課

11 アルコールに関する健康教育
未成年者の飲酒防止を目的に，小学校や中学校,地域のイベントなどを
通じてアルコールに関する正しい知識の普及・啓発を行う。

－ － － 2 4 3 1 ・中学校での健康教育：１校（４７８名） 保健予防課

12 性教育サポート事業
性に関する正しい知識等を身につけるため，各中学校に産婦人科医を
派遣し，講演会等を実施する。

－ － － － － － － ・本市中学校全２５校で継続実施 学校健康課

13 子育て情報誌の作成配布
乳幼児保護者や，地域の育成指導者を対象とし，子育て支援や青少年
の健全育成の参考となる冊子を作成・配布する。

－ － － － － － －
・にこにこ子育てを3,200部発行
・健全育成のしおりを400部発行

保育課・子
ども未来課

14
障害児の一貫した相談体制の
整備

障害者からの様々な相談に迅速に対応する相談体制を整備するとともに，１
８歳以上になっても継続的に相談に応じられるよう障害者地域生活支援セン
ターと連携を図り，障害児・者の地域生活を支援する。

－ － － － － － －
・子ども発達相談室　863件
・専門相談　406件

子ども発達
センター

指標

平成１9年度　宇都宮市次世代育成支援行動計画の実施状況について（その他の事業）

平成19年度の事業実績№ 事業の概要事業名
平成16年
度の実績

平成19年
度の実績

平成18年
度の実績

平成17年
度の実績

所管課目標値
（Ｈ21年度）

1



指標名 単位

指標
平成19年度の事業実績№ 事業の概要事業名
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15 心身障害児療育対策事業
発達の遅れの疑われる乳幼児に対して，発達の支援と保護者への育児
支援を目的とし，健康診査や個別の療育相談等を行う。

－ － － 400 403 463 3677

・乳幼児発達健診　196人
・乳幼児発達相談事業（カンガルー教室）
3,410人
・5歳児発達相談　71人

子ども発達
センター

16 障がい児放課後対策事業
放課後や夏休み等の長期休暇に障害児を預かり，保護者の負担を軽減すると
ともに，学校・家庭以外に生活の場を提供し，人々との交流を通して障害児
の健全育成を図る。

－ － － 4 4 5 8 ・実施箇所数 障がい福祉課

17 障がい者地域生活支援事業
在宅の障害者に対し，福祉サービスの利用援助，社会資源の活用や社会性活
力を高めるための支援，介護相談及び情報の提供等を総合的に行うことによ
り，障害者やその家族の地域における生活を支援する。

実施
か所
数

か所 7 4 4 4 7 ・実施箇所数 障がい福祉課

18 障がい児保育
保育に欠ける集団保育が可能な障がい児を，保育所で受け入れ，健常
児とともに保育を実施する。

－ － － 87 91 100 99 ・受け入れ人数 保育課

19
子どもの家における障がい児
の受入れ

子どもの家を開設する小学校に在籍する障がい児を。子どもの家で受
け入れる。

－ － － 2 5 20 22 ・障害児受け入れ施設数 生涯学習課

20 日常生活支援事業
母子，父子家庭等を対象とし，就職活動や疾病等，一時的に家事・育
児等が困難な場合に，家庭生活支援員を派遣し日常生活の支援を行
う。

－ － － － － － －
・派遣日数　55日
・派遣世帯数　15世帯

子ども家庭課

21 自立支援給付金事業
指定された教育訓練を受講した母子家庭の母に対し，自立支援教育訓練給付
金を支給するほか，母子家庭の母が専門の養成機関で修業する場合に高等技
能訓練促進費を支給し，生活費の負担を軽減する。

－ － － － － － －

・母子家庭自立支援教育訓練給付金　25件
1,140千円
・母子家庭高等技能訓練促進費　3件　2,884千
円

子ども家庭課

22
ひとり親家庭への経済的支援
の充実

ひとり親家庭への手当の支給や医療費助成により生活の基本を確保す
るとともに，各種貸付金制度の活用促進を図る。

－ － － － － － －

・児童福祉手当3,710人，遺児手当264人，母子
家庭等援護費2,724人，母子家庭等児童入学祝金
633人，ひとり親家庭医療費助成49,367人，母
子福祉資金貸付260件

子ども家庭課

23 養育・育成医療費公費負担
養育のため病院等に入院することを必要とする未熟児に対し，必要な養育医
療の給付を行う。また，身体に障害のある児童に対し，必要な育成医療の給
付を行う。

－ － － － － － － ・継続して実施 子ども家庭課

24
小児慢性特定疾患治療費研究
事業

小児慢性特定疾患のうち特定疾患に認定された場合，その保健診療の
自己負担分の医療費を公費で負担する。

－ － － 1,787 1,497 404 418 ・継続して実施 子ども家庭課

25 保育料の軽減
保育料について，更に有効な軽減策のあり方について検討を行いなが
ら，経済的負担の軽減を図る。

－ － － 36.6% 36.6% 35.8% 35.1% ・保育料軽減率 保育課

26 幼稚園就園奨励費補助事業
私立幼稚園に子どもを通園させている保護者に対し，入園料・保育料
について，世帯の所得に応じて減免し，経済的負担の軽減を図る。

－ － － 9,312 9,308 9,411
10,25

5
・対象者数 保育課

27 一時保育
保育所において，保護者の病気等により緊急的な保育を必要とする児
童や，就労形態の多様化等のため家庭保育が困難となる児童を保育す
る。

実施
か所
数

か所 56 34 36 40 47 ・新たに７園において実施することができた。 保育課

28 休日保育
保護者が休日に仕事等のため，家庭での保育が困難となる児童を保育
する。

実施
か所
数

か所 5 1 1 1 1 ・継続して実施 保育課

29 夜間保育
夜間における保育ニーズに対応するため，午後１０時までの保育を実
施する。

実施
か所
数

か所 4 1 1 1 1 ・継続して実施 保育課

30 一時預かり事業
リフレッシュニーズなどの多様な保護者のニーズに対応するため，一
時的に子どもを預かる事業を実施する。

実施
か所
数

か所 1 0 0 0 1 ・ゆうあいひろば内に設置 子ども未来課
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31
幼保の機能をあわせ持つ総合
的な施設等の設置

子育て家庭の多様なニーズに対応するサービスを提供する総合的な施
設の設置について検討を行う。

－ － － － － － －
・平成20年度に「保育園の整備方針・整備計画」
を改定予定。

保育課

32 保育所の適正配置の推進
公民の役割を踏まえ，民間活力を導入しながら，新設保育所の整備や
民営化等を計画的に実施する。

－ － － － － － －
・平成20年度に「保育園の整備方針・整備計画」
を改定予定。

保育課

33 第三者評価事業等の推進
保育所において，積極的に第三者評価制度を活用するなど，サービス
の質の向上に努める。

－ － － 1 1 1 1 ・西部保育園において受審 保育課

34
認可外保育施設の保育従事者
への研修の場の提供

認可外保育施設の保育従事者に対し，保育所職員を対象に実施してい
る各種研修への参加を促すことにより，研修の場を提供する。

－ － － － 7 7 5 ・認可外保育施設への研修案内回数 保育課

35 講演会等の開催
子どもの育ちと子育て家庭を社会全体で支援する意識醸成のための講
演会や講座等を開催する。

－ － － － － － －
・子育てサロンにおける育児支援講座等の中で意
識啓発を実施。

保育課

36
地域づくりへの子どもの参加
の促進

地域の特性や資源を活かした事業や，身近な課題を解決するための事
業を推進する中で，子どもたちの積極的な参加を促す。

－ － － － － － －
・各地域で実施される，子どもフェスタやスポー
ツ大会などへの，子どもの参加促進

みんなでま
ちづくり課

37
地域指導者のネットワークの
推進

地域の育成指導者の交流や情報交換等ができるよう，ネットワークの
推進を図る。

－ － － 1 2 1 1 ・指導者等の研修会の実施 子ども未来課

38 育児講座
育児不安を軽減し，家庭の養育機能の向上を図るため，保育所におい
て育児講座を開催する。

－ － － 27 27 26 28
・保育所の地域活動事業における育児講座実施か
所数

保育課

39 園庭開放事業
地域の子育て家庭を対象に，保育所いおいて園庭を開放し，安全な遊
び場と交流の場を提供する。

－ － － － － － － ・20園で実施 保育課

40 預かり保育推進事業
私立幼稚園において，通常の保育時間以外（早朝や長期休業日など）
に，預かり保育を実施する。

－ － － 40 41 41 46 ・４８園中４６園で実施 保育課

41 幼児教育相談
子育てランド事業を活用し，地域のネットワークを形成し，幼児教育
相談の充実を図る。

－ － － 31 33 35 40 ・子育てランド事業実施園数 保育課

42
幼保小連携による交流事業等
の充実

市内６８の小学校において，幼稚園・保育園と小学校の連携を図る事
業を実施する。

－ － － 59 59 68 68 ・本市小学校全６８校で継続実施 学校教育課

43 「街の先生」活動事業
各学校において，「街の先生」登録者リストの中から活動いただきた
い人を選び，教育活動への支援を推進する事業。

－ － － 1,749 2,683 3,557 2,247 ・登録者数 学校教育課

44 社会体験学習推進事業
中学２年生が，希望する体験活動ごとにグループを編成し，受け入れ
事業所等において，５日間の体験活動を実施する。

－ － － 21 21 25 25 ・本市中学校全２５校で実施 学校教育課

45 子ども情報センター事業
子どもを対象とした様々な体験活動に関する情報，団体・グループ情
報等の収集・提供・相談を実施する。

－ － － 3 4 4 3 ・情報誌の発行回数 生涯学習課

46
父親の子育て参加促進の意識
啓発

父親も積極的に育児に参加できるよう，交流事業等を通して意識啓発
を図る。

－ － － － － － － ・子育てサロンの事業等を通して，継続的に実施 保育課

47 啓発誌の発行や講座等の開催
子育てにおける男女共同参画の意識啓発のため，啓発誌の発行や講座
等を開催する。

－ － － － － － －
・啓発誌発行部数　42,000部
・講座開催数　30回

男女共同参画課

48 周知啓発セミナーの開催
仕事と家庭の両立支援の充実を図り，生き生きと働くことができる労
働環境を整備するための，周知啓発セミナーを開催する。

－ － － － － － － ・平成18年度に国・県の事業へ移行 商工振興課
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49 ママパパ学級
夫婦で妊娠・出産・育児に関する身体的・精神的準備をし，安心して子ども
を産み，育てることができるようにするため，妊娠・出産等に関する知識や
技術を学び，子育てを体験する機会を提供する。

パート
ナーの協
力割合

％ 100 92.1
アンケート

未実施
アンケート

未実施
アンケート

未実施 ・継続して実施 子ども家庭課

50 育児休業取得の促進
仕事と家庭の両立支援のため，育児休業制度等に関する内容を記載し
たガイドブックを作成，配布する。

－ － － － － － － ・事業所へのガイドブック配布数　826部 商工振興課

51 交通環境のバリアフリー化
駅などの旅客施設を中心とした地区で，旅客施設や道路等のバリアフ
リー化を推進する。

－ － － － － － －
・ノンステップバス導入に対する支援を12台分
行った

交通政策課

52 公共施設等のバリアフリー化
宇都宮市やさしさをはぐくむ福祉のまちづくり条例に基づき，新規公共建築
物のバリアフリー化を図る。既存の公共建築物については，優先順位を検討
しながら，計画的にバリアフリー化を推進する。

－ － － 3 13 8 2 ・バリアフリー整備か所 保健福祉総務課

53 児童遊園の充実
子どもの健全な遊びと遊び場を提供し，健康増進と情操の涵養を図る
事業を実施する。

－ － － 36 47 42 43 ・自主事業開催数 子ども未来課

54
身近な生活圏の公園やチビッ
コ広場の整備

子どもをはじめ，すべての市民が快適な生活を送るため，「身近な生活圏の
公園づくり指針」に基づき，公園づくりを推進する。また，子どもが，身近
な地域で，安心して遊べる場所づくりに努める。

－ － － － － － －
・新設公園数　２１か所
・チビッコ広場数　７９か所

公園緑地
課・子ども
未来課

55
良質なファミリー向け賃貸住
宅等の供給

民間の土地所有者や住宅供給公社などが，良質な中堅所得者層のファミリー
世帯向けの賃貸住宅を建設する場合，市などが建設費と家賃の一部を補助す
ることにより，住宅供給を推進する。

供給
戸数

戸 202 152 152 152 152 ・特定優良賃貸住宅の供給戸数 住宅課
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